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国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証
が
更
新
さ
れ
ま
す

問 

伊
奈
庁
舎
国
保
年
金
課　
（
内
線
４
４
０
３
）

　
現
在
お
使
い
の
「
国
民
健
康
保
険
被
保
険

者
証
」
の
有
効
期
限
は
、
７
月
31
日
㈯
ま
で

と
な
っ
て
い
ま
す
。
新
し
い
被
保
険
者
証

は
、
７
月
末
ま
で
に
加
入
者
全
員
分
を
ま
と

め
て
、
世
帯
主
宛
に
郵
送
し
ま
す
（
特
定
記

録
郵
便
）。
お
手
元
に
届
き
ま
し
た
ら
記
載

内
容
を
確
認
し
、
８
月
１
日
㈰
か
ら
は
新
し

い
被
保
険
者
証
で
受
診
し
て
く
だ
さ
い
。

　
郵
送
を
希
望
し
な
い
な
ど
、
被
保
険
者
証

を
窓
口
で
受
け
取
り
た
い
方
は
、
国
保
年
金

課
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

※
70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
方
に
は
、
自
己

負
担
割
合
が
記
載
さ
れ
た
「
国
民
健
康
保

険
被
保
険
者
証
兼
高
齢
受
給
者
証
」
を
送

付
し
ま
す
。

　
10
月
か
ら
外
来
診
療
分
が
、
所
得
制
限
な

く
高
校
3
年
生
ま
で
拡
大
し
ま
す
。

▼
拡
大
対
象
者
＝
市
内
に
住
所
の
あ
る
高
校

　
1
年
生
～
3
年
生
相
当
の
方

※
重
度
心
身
障
害
者
マ
ル
福
、
母
子
・
父
子

マ
ル
福
を
受
け
て
い
る
方
は
、
今
お
持
ち
の

マ
ル
福
受
給
者
証
を
引
き
続
き
お
使
い
く
だ

さ
い
。

▼
申
請
方
法
＝
該
当
者
に
は
、
８
月
上
旬
に

　
申
請
書
を
お
送
り
し
ま
す
。
記
載
し
て
あ

　
る
必
要
な
書
類
を
添
付
し
て
次
の
期
間
に

　
郵
便
で
返
送
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
受
付
期
間
＝
８
月
２
日
㈪
～
8
月
31
日
㈫

▼
受
給
者
証
送
付
日
＝
9
月
下
旬
に
ご
自
宅

　
に
郵
送
予
定
で
す
。

医
療
福
祉
制
度
（
マ
ル
福
）
が
高
校
生
も
対
象
に

問 

伊
奈
庁
舎
国
保
年
金
課　
（
内
線
４
４
０
６
）

お知らせお知らせ

国
民
健
康
保
険
税
を
一
部
改
正
し
ま
す

問 

伊
奈
庁
舎
国
保
年
金
課　
（
内
線
４
４
０
４
）

　
国
の
税
制
度
改
正
に
合
わ
せ
、
国
民
健
康

保
険
税
（
以
下
「
国
保
税
」）
の
改
正
を
行

い
ま
し
た
。

■
税
額
の
算
出
方
法

　

国
保
税
は
、「
医
療
保
険
分
」「
後
期
高

齢
者
支
援
金
分
」「
介
護
保
険
分
」
の
３
つ

に
区
分
さ
れ
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
加
入
世

帯
の
合
計
所
得
や
加
入
者
数
か
ら
算
出
さ

■改正前
軽減割合 軽減判定所得

７割 33 万円

５割 33 万円＋ 28.5 万円×国保加入者数

２割 33 万円＋ 52 万円×国保加入者数

■改正後
軽減割合 軽減判定所得

７割 43 万円＋ 10 万円×（給与所得者等※１の数ー１）

５割
43 万円＋ 28.5 万円×国保加入者数※２＋ 10 万円
×（給与所得者等※１の数ー１）

２割
43 万円＋ 52 万円×国保加入者数＋ 10 万円
×（給与所得者等※１の数ー１）

※基準以下の場合が対象です
※１　一定の給与所得者と公的年金などの支給を受ける人。
※２　同じ世帯の中で国保から後期高齢者医療制度に移行した人を
含みます。

れ
ま
す
。

〇
改
正
点　
軽
減
判
定
所
得
の
変
更

　
加
入
世
帯
の
合
計
所
得
が
一
定
額
以
下
の

場
合
、
所
得
に
応
じ
て
「
均
等
割
」
と
「
平

等
割
」
が
そ
れ
ぞ
れ
７
割
、
５
割
、
２
割
軽

減
さ
れ
ま
す
。
個
人
所
得
課
税
の
見
直
し
に

伴
い
、
低
所
得
者
の
国
保
税
の
軽
減
基
準
が

変
更
に
な
り
ま
し
た
。

お知らせ
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